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３．流出による被災可能性の評価方法の検討 

上部構造の流出の力学的メカニズムに関しては、

防護柵（高欄）・支承部・橋脚の各部位に作用する

力とそれに抵抗する力を図-2のとおり考慮し、流速

を漸増させて、最初に安全率が１を切る箇所とその

ときの流速を算出することで説明できると仮定した。

この仮定は、過去に当研究室で行った、津波による

道路橋の被災要因の分析の結果に基づいて提案した

ものである1）。 

仮定したモデルの有効性を検証するため、令和2年

7月豪雨において道路橋が複数流出する被害が発生

した、球磨川流域の20橋に適用した。その結果、た

とえば、上部構造が流出した橋においては、橋脚の

倒壊や防護柵の破壊よりも、支承が先に損傷する傾

向があることが、計算上も確認された。また、流出

の有無も実際の被害事例に一致した。 

そこで、実際の水害の状況とは異なるが、全ての

橋が水没したと仮定し、支承に作用する力を水平震 

 

図-2 橋梁の各部位における流水圧の作用と抵抗 

度に換算して設計水平震度と比較した。また、計算

上橋が流出する作用力から逆算して求められた流速

を用い、仮に橋に防護柵が無かったとしたときにつ

いても、支承に作用する力を換算した設計水平震度

を求めた。この計算結果を、図-3に示す。過去の許

容応力度法での耐震設計では、水平震度として0.2程

度が見込まれることが多いことから、図には0.2のと

ころに赤線を示した。また、実際の流出の有無も橋

毎に示した。計算結果からは、実際に流出した橋の

支承は、耐震設計で想定していたであろう力よりも

大きな力を受けていた可能性が考えられる。また、

防護柵が無いと仮定した場合には、支承に作用する

力は、過去の耐震設計で考慮していた程度に小さく

なる可能性が分かった。すなわち、今後の技術開発

により、支承の強化や防護柵の構造を工夫すること

で、被災可能性を減らせると考えられる。 

 

４．おわりに 

本研究の成果として、洗掘や流出に対する危険度

の高い橋梁の抽出法を道路技術小委員会に提出し、

リスク評価法などとしての基準化の検討を進める予

定である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) Concepts for Tsunami-Resistant Design 

Criteria for Coastal Bridges 

https://www.pwri.go.jp/eng/ujnr/tc/g/pdf/29/29

-6-1_shirato.pdf 

 

 

図-3 防護柵の有無による水平震度換算値の変化 
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１．はじめに 

道路土工構造物技術基準について、要求性能と照

査方法の具体化の観点から、現在、改定の検討が進

められている。その一環として国総研では、現行指

針等で明確に示されていない大型ボックスカルバー

トの耐震性照査手法について検討を行っている。 

本稿では、現行指針適用範囲外の大型ボックスカ

ルバートの耐震性照査に用いる解析モデルについて、

既往の実験及び被災事例の再現解析を通じて提案す

るとともに、その解析モデルを用いて各種条件で耐

震性の照査を実施し、妥当性について評価した結果

を示す。なお、本検討は土木研究所と連携して実施

したものである。 

 

２．実験結果との比較解析 

 地震時の応答値の計算には、静的な解析方法の一

つである応答変位法を用いた。カルバート躯体及び

周辺地盤のモデル化については、図-1に示すように、

躯体を線形の梁要素とし、周辺地盤との間のすべり、

剥離現象が適切に再現できるよう、躯体と地盤ばね

要素の間にジョイント要素を付加したモデルを採用

した。 

 

 

 

 

 

 

図-1 躯体及び地盤モデル化の概要 

 上述の解析モデルを用いて、表-1に示す既往の2

事例の遠心模型実験結果との比較解析を行った。な

お、精度の良い解析モデルとする上で躯体の周面せ

ん断力の上限値の設定が重要になることから、2条件

とも周面せん断力を3ケースに変化させて、躯体に発

生する断面力・変位等を整理し、実験値との比較を

行った（表-2）。 

条件2の検討ケース3について、カルバート各部材

の実験及び解析における最大曲げモーメントを比較

した結果を図-2に示す。 

この検討ケース3は、カルバートと同じくコンクリ

ートと地盤間の抵抗であるケーソン基礎の周面摩擦

力の上限値に準じて設定したケースであり、実験で

得られた躯体の最大曲げモーメントと概ね合う結果

となった（図-2中の青丸箇所）。また、土被りが小

さい条件1でも同様の結果であった。 

表-1 遠心模型実験の条件 

 

 

表-2 検討ケース 

1 c+σtanφ c+σtanφ

2 σtan（2/3φ）【※1】 σtan（2/3φ）【※1】

3 0.5（c+σtanφ）【※2】 σtan（2/3φ）【※1】

検討

ケース

周面せん断力の上限値

（頂版・側壁）

周面せん断力の上限値

（底版）
備考

※1：H24擁壁工指針により設定

※2：H24道示（ケーソン基礎の

　　　最大周面摩擦力度）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 曲げモーメント図（条件2：検討ケース3） 
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３．地震の影響を受けた実カルバートとの比較解析 

２．で検討した解析モデルを用いて、地震の影響

を受けた実構造物を対象として解析を実施し、実被

害との比較を行うことで、提案した解析モデルの妥

当性を検証した。ここで、躯体周辺部のせん断摩擦

力の上限値は表-2 検討ケース3のとおり設定した。 

（1）被害が生じた事例（兵庫県南部地震(1995年)：

大開駅1）） 

 大開駅の被災は図-3に示すとおり、中柱の損傷が

特徴的で、最も損傷が激しい区間はほとんどの中柱

がせん断破壊または圧壊により、上床版が崩壊した。

試算結果（図-4）では中柱を中心にせん断照査がＯ

ＵＴとなり、概ね実被害を再現した結果となった。 

 

 

 

 

 

図-3 大開駅断面図（被災前後） 

 

 

 

 

 

 

図-4 大開駅解析結果（せん断耐力照査） 

（2）被害がなかった事例（熊本地震（2016年）：九

州道の横断カルバート2）） 

九州道の横断カルバートは継手の開き以外、躯体

に目立った損傷は確認されていない。試算結果では、

全ての照査項目を満足し、実被害無しを再現した結

果となった。 

 

４．従来設計手法との比較 

カルバートの設計手法として従来から行われてい

る、常時荷重によって断面設計を行った様々な条件

の大型カルバートに対して、２．３．で検討した解

析モデルを用いて耐震性の評価を行った。検討ケー

スは表-3のとおりであり、レベル2地震動タイプⅠ、

Ⅱの両方の地震動で実施した。 

曲げ照査についてはどのケースも発生曲率が降伏

曲率に至らず、また、既往の研究成果3)に基づき設

定した層間変形角の許容値も満足する結果となった。     

一方、せん断照査については、一部従来型の適用

範囲を超えるカルバートで組立筋程度のせん断補強

筋を見込む必要が生じたものの、部材幅の変更まで

生じないことが確認できた。 

表-3 検討ケース 
内空幅 内空

高 
土被り
厚 

 
部材厚 

 
地盤条件 

 
備  考 

 
 
 

6.5m 

 
 
 

5.0m 

 
0.5m 

 
薄い 

 
Ⅰ種地盤～Ⅲ種地盤 

 
 
 

従来型カルバート 
 
厚い 

 
Ⅱ種地盤 

 
1.5m 

 
薄い 

 
Ⅱ種地盤 

 
厚い 

 
Ⅱ種地盤 

 
 
 

6.5m 

 
 
 

6.0m 

 
0.5m 

 
薄い 

 
Ⅰ種地盤～Ⅲ種地盤 

 
 
 
 
 

従来型カルバート
の適用範囲を超え
るカルバート 

 
厚い 

 
Ⅱ種地盤 

 
1.5m 

 
薄い 

 
Ⅱ種地盤 

 
厚い 

 
Ⅱ種地盤 

 
8.0m 

 
6.0m 

 
0.5m 

 
薄い 

 
Ⅰ種地盤～Ⅲ種地盤 

 
厚い 

 
Ⅱ種地盤 

 
14.0m 

 
6.0m 

 
0.5m 

 
薄い 

 
Ⅰ種地盤～Ⅲ種地盤 

 

５．まとめ 

本研究により大型ボックスカルバートの耐震性照

査について、遠心模型実験結果および実事例に対す

る再現解析を実施し、解析モデルを提案した。この

提案により、これまで示されていなかった大型カル

バート耐震性照査の標準的な手法を明確に示すこと

が出来た。 

 今後は今回得られた結果を踏まえて、大型カルバ

ートの耐震性照査手法の道路土工構造物基準類への

反映方法について検討していく予定である。 

 

参考文献 
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１．はじめに 

コンクリート舗装は、アスファルト舗装に比べ高

耐久であり、長期的に見ればライフサイクルコスト

の観点で有利であると考えられている。一方、車道

の路面下にライフライン等が収容され占用工事対応

が必要な場合など、適用に際し十分な検討を要する

場面もあり、適材適所での活用が求められている。 

国土交通省では、コンクリート舗装の適材適所で

の活用に向け、2013年以降の設計業務等共通仕様書

において、「基盤条件、環境条件、走行性、維持管

理、経済性（ライフサイクルコスト）等を考慮し、

舗装（アスファルト舗装／コンクリート舗装等）の

比較検討のうえ、舗装の種類・構成を決定し、設計

する」ことが規定されている。こうした結果、近年

ではコンクリート舗装の施工実績が増加傾向にある

（図-1）。 

本研究では、近年のコンクリート舗装の施工実態

について把握するため、近年実施された直轄国道の

コンクリート舗装工事を対象に、施工場所や施工条

件等の傾向について分析を行った。また、現地踏査

により複数のひび割れの発生が確認された区間を対

象に、現地でひび割れ等の目視調査を行った。その

結果、横断構造物上のコンクリート版で特に顕著な

ひび割れが生じていたため、横断構造物上のコンク

リート版に着目した調査を行った。 

 

２．コンクリート舗装の工事データの集計・分析 

はじめに、2013年度以降に着工し2018年度までに

完了した直轄国道のコンクリート舗装工事のうち、

トンネル内ではない箇所の延長が含まれる工事を対

象とし、施工条件等の傾向について分析を行った。

表-1に、収集した工事事例の件数及び施工延長を示

す。地方整備局等別にみると、東北が工事件数・延

長ともに最も多かった。 

工事データを分析した結果、舗装種別については、

横目地を設けない連続鉄筋コンクリート舗装の施工

が多いこと、コンクリート版厚が25cm以上のものが

多いこと、積雪寒冷地や山地での施工が多い傾向に

あることなどが明らかになった。また、地盤条件か

らコンクリート舗装に不向きとされているような比

較的高い盛土区間での施工も確認された。 
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図-1 一般国道（指定区間）における舗装種別毎延

長の伸率（道路統計年報より作成） 

 
表-1 収集した工事実績 

明かり部 トンネル部 計

北海道 1 0.10 3.00 3.10

東北 32 19.86 36.69 56.55

関東 0 - - -

北陸 10 7.36 11.98 19.34

中部 11 8.84 0.50 9.34

近畿 4 1.12 5.47 6.59

中国 11 7.98 3.00 10.98

四国 5 3.18 0.59 3.77

九州 24 15.39 3.28 18.67

計 98 63.83 64.50 128.33

工事件数
工事道路延長合計（km）地方

整備局等
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